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消費者向けｅコマースの取引実態に関する調査について 

 

平成31年１月29日 

公正取引委員会 
 
第１ 調査趣旨 

近年，我が国における消費者向けｅコマースの市場規模は急速に拡大しており，

また，新たなオンラインモール運営業者も出現するなど，市場環境は大きく変貌

を遂げてきていると考えられる。このようなｅコマースの発展は，小売市場にお

ける競争を促進し，消費者利益の増大をもたらしていると考えられる一方で，事

業者が競争事業者や取引先事業者の行動を把握しやすくなることにより，競争制

限的な行為が行われやすくなることも懸念されるところである。 

このような問題意識を踏まえ，メーカーと流通業者との間の取引条件，メーカー

や流通業者のウェブサイトでの販売方法，オンラインモールでの取引状況といっ

た消費者向けｅコマースに関する取引慣行全般について，実店舗での販売に関す

る取引慣行とも比較しつつ，メーカー，小売業者及びオンラインモール運営業者

のそれぞれの行為について，競争促進効果・競争阻害効果の双方の観点から幅広

く調査を実施した。また，ｅコマースに係る消費者の消費行動についても調査を

実施した。 

 

第２ 調査対象等 

１ 調査対象 

消費者が事業者からインターネットを介して購入する商品に関する取引 
 

２ 調査方法 

調査は，平成 30 年１月から同年 11 月にかけて，次の方法により実施 

(1) 事業者向けアンケート調査（平成30年１月～２月） 

4,339名の事業者に対しアンケート調査票を送付し，1,208名（小売業者848名，

メーカー360名）から回答（回答率27.8％） 

(2) ヒアリング調査（随時） 

延べ117社（小売業者，メーカー，オンラインモール運営業者，価格調査会社・

価格自動更新ツール提供業者・価格比較サイト運営業者）に対して実施 

(3) 消費者向けアンケート調査（平成30年９月） 

オンラインモールで月１回以上商品を購入している一般消費者2,000名に対

して，インターネット上で実施（委託調査） 

 

  

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部取引企画課 

       電話 ０３－３５８１－５４７９（直通） 
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第３ 調査結果のまとめと独占禁止法・競争政策上の評価 

１ 消費者向けｅコマース市場の特徴 

(1) ｅコマースの拡大がもたらす競争への影響 

ア 調査結果 

  消費者向けｅコマース市場全体の市場規模は，平成24年（９兆5130億円）

から平成29年（16兆5054億円）の５年間で73.5％拡大している。 

  事業者は，オンライン販売により商圏等の拡大などのメリットを享受す

る一方，価格，品揃え等の面で活発な競争に直面しているといえる。 

 
図１ オンライン販売のメリットの有無（小売業者からの回答） 

報告書図表２－７を基に作成 

図２ ｅコマースの発展・拡大による競争状況への影響の有無（小売業者からの回答） 

報告書図表２－20を基に作成 

  小売業者の中には，メーカー等からオンライン販売について制限を受け

ることがあるとする者が一定程度存在する。 
 

図３ オンライン販売に関する制限の有無（小売業者からの回答） 

報告書図表２－50を基に作成 

29％

71%

制限されることがある。 制限されることはない。

(回答者数=953名)

94％

６％

メリットがあった。 メリットはなかった。

77%

23％

競争が激しくなったと感じる。 競争が激しくなったと感じない。

(回答者数=592名) 

(回答者数=802名) 
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     イ 評価と今後の対応方針 

  ｅコマースには競争促進効果があり，事業者にも消費者にも大きな利益

をもたらしていると考えられる。 

  小売業者の取引の状況が他の事業者から把握されやすくなることで，

メーカーによる小売価格のコントロール，メーカー間・小売業者間の協調行

為などの競争阻害効果を惹起する懸念がある。 

  公正取引委員会は，消費者向けｅコマース取引における公正かつ自由な

競争を促進していく観点から，メーカー・小売業者間で問題となる行為の独

占禁止法上の考え方を後記２のとおり明らかにし，独占禁止法に違反する

行為の未然防止を図るとともに，ｅコマースにおける取引の状況について

情報収集に努め，独占禁止法に違反する行為に対しては厳正に対処するこ

ととする。 

 

(2) オンラインモールの市場における地位 

ア 調査結果 

  ３つの主要なオンラインモールへ出店者及び消費者が集中していること

がうかがわれる。 
 

図４ 出店先オンラインモール（小売業者からの回答，回答割合上位10位，10サイトまで回答可） 

報告書図表４－１を基に作成 

図５ 利用したことがあるオンラインモール（消費者からの回答，複数回答可） 

報告書図表５－１を基に作成 

  オンラインモールには間接ネットワーク効果（注１）が双方向に働いている

ことがうかがわれる。 

71%
64%

54%
9%

7%
7%
7%

5%
4%
4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

オンラインモールＡ
〃 Ｂ
〃 Ｃ
〃 Ｄ
〃 Ｅ
〃 Ｆ
〃 Ｇ
〃 Ｈ
〃 Ｉ
〃 Ｊ （回答者数=384名）

6%
8%
8%

12%
16%
18%

61%
85%
86%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他
〃 Ｈ
〃 Ｇ
〃 Ｆ
〃 Ｅ
〃 Ｄ
〃 Ｃ
〃 Ｂ

オンラインモールＡ

（回答者数=2,000名）
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図６ 出店先オンラインモールの選択理由（小売業者からの回答，回答割合上位３位，複数回答可） 

報告書図表４－５を基に作成 

図７ 購入先オンラインモールの選択理由（消費者からの回答，回答割合上位３位，３つまで回答可） 

報告書図表５－２を基に作成 

（注１）間接ネットワーク効果とは，例えば，プラットフォーム事業者を介して取引を行

う二つの利用者グループ間において，一方の利用者グループに属する利用者が増加

するほど，他方の利用者グループに属する利用者にとって当該プラットフォーム事

業者を介して取引を行うことの便益・効用が向上するような効果をいう。 

 

  取引依存度等の観点から，出店しているオンラインモールでの販売を取

りやめることができない場合がある。 
 

図８ 出店先オンラインモールでの販売を取りやめることの難易度（小売業者からの回答） 

報告書図表４－８を基に作成 

イ 評価と今後の対応方針 

  出店者及び消費者が集中しているオンラインモールの運営業者は，オン

ラインモール運営分野において有力な地位を占めており，また，自己の取引

上の地位が取引の相手方に対し優越した地位にある場合があると考えられ

る。このため，競争関係にある他のオンラインモールを排除したり，出店者

に対し取引条件を一方的に不当に変更したりすれば，独占禁止法上問題と

なる可能性が高いものと考えられる。 

35%

57%

67%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

会員サービス（ポイント付与，割引等）が充実し

ている

取扱商品が多い

価格が安い

77%

26%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ユーザー（消費者）の数が多い

利用料金が安い

販売サポート体制が整っている
(回答者数=984名) 

(回答者数=2,000名) 

32%

40%

16%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

容易に取りやめることができる

取りやめることは可能だが，容易とまでは

いえない

取りやめることはかなり困難である

取りやめることは不可能（著しく困難）で

ある (回答者数=891名)
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  オンラインモールは，特に中小規模の小売業者にとって重要な販売ツー

ルとなっており，オンラインモールでの販売において公正な取引条件が確

保されなければ，オンラインモールへの依存度が高い事業者の事業機会が

不当に制限されたりする状況を招くなどし，ひいては，消費者向けｅコマー

ス市場全体の公正な競争環境が損なわれることにつながりかねない。 

  公正取引委員会は，オンラインモール運営業者の市場における地位を踏

まえ，後記３のとおり，オンラインモール運営業者は公正な競争環境を確保

する観点から出店者との間の取引条件の透明化に取り組むべきことや，オ

ンラインモール運営業者の行為のうち独占禁止法上問題となる行為につい

ての考え方を明らかにするとともに，オンラインモールにおける取引の状

況について情報収集に努め，独占禁止法に違反する行為に対しては厳正に

対処することとする。 

 

２ メーカー・小売業者間で問題となる行為 

(1) 再販売価格維持行為等 

ア 調査結果 

  メーカーが，小売業者に対して，小売価格や販売価格の広告・表示につい

て指導・要請する行為がみられた。 

報告書図表２－59を基に作成 

  小売業者が，メーカーに対して，他の小売業者の販売価格等について要請

する行為もみられた。 

報告書図表３－31を基に作成 

24％

76％

指導・要請をされたことがある。 指導・要請をされたことはない。

(回答者数=932名)

27%

73%

要請等を受けることがある。 要請等を受けることはない。

(回答者数=350名)

図９ 販売価格や販売価格の広告・表示に関する指導・要請の有無（小売業者からの回答） 

図10 流通業者からの要請・意見の有無（メーカーからの回答） 
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イ 評価と今後の対応方針 

  メーカーによる小売業者の小売価格や販売価格の広告・表示に対する指

導・要請については，メーカーが示した価格で販売すること等の実効性が確

保されていれば，原則として違法（再販売価格の拘束，価格に関する広告・

表示の制限）となる。 

  小売業者がメーカーに対して，他の小売業者の販売価格等について要請・

意見する行為は，メーカーによる再販売価格維持行為を誘発するおそれが

あり，また，メーカーによる同行為の実効性確保手段にもなり得るほか，

メーカーを基点とした，小売業者とメーカーによる不当な取引制限として

独占禁止法上問題となり得る場合もある。 

  公正取引委員会としては，価格監視が容易となる技術の進展状況や普及

状況にも着目しつつ，メーカーが再販売価格維持行為等を行っていないか，

小売業者によって当該行為が誘発されていないか，また，小売業者とメー

カーによる不当な取引制限が行われていないかといった観点から，メー

カーと小売業者間の取引の状況について情報収集に努めるとともに，独占

禁止法に違反する行為に対しては厳正に対処することとする。 

 

(2) オンライン販売の制限行為 

ア 調査結果 

  メーカーが，商品のブランドイメージ維持のために，小売業者のオンライ

ン販売サイトのデザインを指定する行為がみられた。 

  メーカーが，小売業者に対して，ブランドイメージ維持等の目的のために，

自社サイトも含めたオンライン販売を全面的に禁止する，又は，オンライン

モールでの販売を禁止する行為がみられた。 

報告書図表２－53を基に作成 

イ 評価と今後の対応方針 

(ｱ) オンライン販売サイトのデザインの指定 

  「商品の適切な販売のためのそれなりに合理的な理由が認められ」，

かつ，「他の小売業者に対しても同等の条件が課せられている」場合に

は，それ自体は独占禁止法上問題となるものではない（小売業者の販売

方法に関する制限）。 

50%

39%

28%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

オンラインモールでの販売が禁止

オンライン販売は全て禁止

オンライン販売サイトのデザイン（サイトの外

観等）を指定

実店舗を有しない場合には，オンライン販売禁

止 (回答者数=263名)

図11 メーカーによるオンライン販売制限の内容（小売業者からの回答，回答割合上位４位，複数回答可） 
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(ｲ) オンライン販売の全面的な禁止及びオンラインモールでの販売の禁止 

  当該商品の品質の保持，適切な使用の確保等，「消費者の利益の観点

からそれなりの合理的な理由に基づくものと認められ」，かつ，「他の

流通業者に対しても同等の基準が適用される」場合は，「通常，問題と

はならない」が，これらの基準を満たさない場合は，個別事案に即して，

競争を阻害する効果に加え競争を促進する効果も考慮して，独占禁止法

上問題となるか否かが判断される。 

  メーカーが，従来から直接取引している流通業者に対して，オンライ

ンで安売りを行うことを理由に出荷停止を行うことは，原則として違法

（安売り業者への販売禁止）となる。 

 

  公正取引委員会としては，オンライン販売を制限することに，当該商品の

品質の保持，適切な使用の確保等，消費者の利益の観点からそれなりの合理

的な理由が認められるか否かなどの基準が，インターネット技術の発展に

伴い変化していくことにも留意しつつ，メーカーによって小売業者のオン

ライン販売が制限されていないか，メーカーと小売業者間の取引の状況に

ついて情報収集に努めるとともに，独占禁止法に違反する行為に対しては

厳正に対処することとする。 

 

３ オンラインモール運営業者による行為 

(1) オンラインモールの利用料・決済方法 

ア 調査結果 

  オンラインモールの利用料の一方的値上げや決済方法を指定されること

に不満を持つ出店者がみられた。 

 

図 12 利用料に関する不満の有無（小売業者からの回答） 

報告書図表４－18を基に作成 

  

38%

62%

不満がある 不満はない

(回答者数=853名)
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図13 決済方法に関する不満の有無（小売業者からの回答） 

報告書図表４－22を基に作成 

イ 評価と今後の対応方針 

  自己の取引上の地位が出店者に優越しているオンラインモール運営業者

が，正常な商慣習に照らして不当に，利用料や決済方法を変更して不利益を

与えるなどの場合には，独占禁止法上問題が生じるおそれがある（優越的地

位の濫用）。 

  公正取引委員会としては，オンラインモール運営業者が，オンラインモー

ルの利用料や決済方法を不当に変更することのないよう，オンラインモー

ル運営業者と出店者との取引の状況について情報収集に努めるとともに，

独占禁止法に違反する行為に対しては厳正に対処することとする。 

 

(2) オンラインモールへの出店・出品の審査 

ア 調査結果 

  出店者がオンラインモールに出店・出品した際の審査に当たって，「審査

基準の開示が行われなかった」とする出店者がみられた。 

報告書図表４－16を基に作成 

イ 評価と今後の対応方針 

  オンラインモール運営業者は，オンラインモールへの出店・出品の審査基

準について予見可能性が確保されるよう，引き続き，可能な限り取引条件の

透明化に取り組むことが公正な競争環境を確保する観点から望ましい。 

15%

40%

6%

39%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

審査はなかった

審査が行われたが，審査基準の開示はされな

かった

公表されていないが事前又は事後に開示され

た審査基準によって審査が行われた

公表されている審査基準によって審査が行わ

れた

(回答者数=928名)

図14 オンラインモール運営業者による審査基準の開示の有無（小売業者からの回答） 

15%

85%

不満がある 不満はない

(回答者数=906名)
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  オンラインモール運営業者が，独占禁止法上違法な行為の実効性を確保

するための手段として，出店者の出店・出品の申込みを拒否し，又は，出店

者を退店させる場合や，自らも小売事業を営み，小売市場における有力な事

業者であるオンラインモール運営業者が，小売市場における競争者を市場

から排除するなどの独占禁止法上不当な目的を達成するための手段として，

出店者の出店・出品の申込みを拒否し，又は，出店者を退店させる場合には，

独占禁止法上問題が生じるおそれがある（単独の直接取引拒絶等）。 

  公正取引委員会としては，オンラインモール運営業者が，オンラインモー

ルへの出店・出品を不当に拒否したり，出店者を不当に退店させたりするこ

とのないよう，オンラインモール運営業者と出店者との取引の状況につい

て情報収集に努めるとともに，独占禁止法に違反する行為に対しては厳正

に対処することとする。 

 

(3) 他のオンラインモールへの出店制限 

ア 調査結果 

  出店者に対して，他のオンラインモールへの出店制限を課す行為は，本調

査においては確認できなかった。 

イ 評価と今後の対応方針 

  市場における有力な事業者が行う場合には，既存の事業者の事業活動を

阻害したり，参入障壁を高めたりするような状況をもたらす可能性があり，

市場閉鎖効果（注２）が生じる場合には，独占禁止法上問題が生じるおそれが

ある（自己の競争者との取引等の制限）。 

  公正取引委員会としては，オンラインモール運営業者が，出店者が他のオ

ンラインモールへ出店することを制限していないか，また，制限している場

合には当該行為が市場にどのような影響を与えるのかといった観点から，

オンラインモール運営業者と出店者との取引の状況について情報収集に努

めるとともに，独占禁止法に違反する行為に対しては厳正に対処すること

とする。 

 

（注２）非価格制限行為により，新規参入者や既存の競争者にとって，代替的な取引先を

容易に確保することができなくなり，事業活動に要する費用が引き上げられる，新

規参入や新商品開発等の意欲が損なわれるといった，新規参入者や既存の競争者が

排除される又はこれらの取引機会が減少するような状態をもたらすおそれが生じる

場合をいう。 

 

(4) ＭＦＮ条項（注３） 

ア 調査結果 

  出店者に対して，自社サイトや他のオンラインモールで販売を行う際の

価格と同等又は安い価格で販売することや，同等以上の品揃えで販売する

ことを要請する行為は，本調査においては確認できなかった。 
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イ 評価と今後の対応方針 

  市場における有力な事業者が行う場合には，オンラインモール間や出店

者間の価格や品揃え等の競争の減少がもたらされるおそれや，他のオンラ

インモール運営業者のイノベーション意欲や，他の事業者の新規参入の阻

害をもたらすおそれがあり，こうしたおそれが生じる場合には，独占禁止法

上問題が生じる（拘束条件付取引等）。 

  複数のオンラインモール運営業者が行う場合には，独占禁止法上の問題

が生じる可能性が大きくなると考えられる。 

  公正取引委員会としては，オンラインモール運営業者が，ＭＦＮ条項を出

店者との契約において設けていないか，また，設けている場合には当該ＭＦ

Ｎ条項が市場にどのような影響を与えるのかといった観点から，オンライ

ンモール運営業者と出店者との取引の状況について情報収集に努めるとと

もに，独占禁止法に違反する行為に対しては厳正に対処することとする。 
 
（注３）オンラインモール運営業者・出店者間の取引条件のうち，出店者に対して，自社

サイトや他のオンラインモールで販売する際の価格と同等又は安い価格で販売する

ことや，同等以上の品揃えで販売することを要請する内容のものをいう。 

 

(5) オンラインモールにおける顧客情報の利用制限について 

ア 調査結果 

  「商品の発送以外には顧客情報を利用できない」，「オンラインモールか

らの退店後には顧客情報を利用できない」とする出店者がみられた。 

報告書図表４－32を基に作成 

イ 評価と今後の対応方針 

  オンラインモール運営業者は，出店者が，入手可能な顧客情報やその利用

条件を一方的に変更されるといった予期しない不利益を受けることのない

0.3%

8%

46%

46%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

その他

顧客情報を自社独自のダイレクトメール，

メールマガジン等の発送にも利用できる

顧客情報は商品の発送等のほか，オンライ

ンモールでの販促活動や商品開発等に利用

できるが，自社独自のダイレクトメール，メー

ルマガジン等の発送には利用できない

顧客情報は商品の発送等に必要な範囲で利

用でき，販促活動等他の目的には利用でき

ない

図15 顧客情報の利用条件（小売業者からの回答） 

(回答者数=343 名) 
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ように，顧客情報の利用条件について予見可能性が確保されるよう，引き続

き，可能な限り取引条件の透明化に取り組むことが公正な競争環境を確保

する観点から望ましい。 

  自ら小売事業も営むオンラインモール運営業者が，出店者による販売に

よって入手した顧客情報を，当該オンラインモールにおける自らの小売事

業を有利に行うために利用し出店者には利用させないことにより，出店者

の小売事業を不当に妨害する場合には，独占禁止法上問題となるおそれが

ある（競争者に対する取引妨害等）。 

  公正取引委員会としては，オンラインモール運営業者が，出店者による顧

客情報の利用条件を明確にしているか，また，出店者による顧客情報の利用

を不当に制限していないかといった観点から，オンラインモール運営業者

と出店者との取引の状況やオンラインモール運営業者による顧客情報の活

用状況について情報収集に努めるとともに，独占禁止法に違反する行為に

対しては厳正に対処することとする。 

 

第４ 公正取引委員会の今後の対応 

○ ｅコマースには競争促進効果が認められ，消費者と事業者の双方にとって大

きなメリットをもたらしていると考えられるところ，競争制限的な行為は，消費

者向けｅコマース市場の発展を阻害することとなるため，公正取引委員会とし

ては，消費者向けｅコマース市場において，独占禁止法上問題となる行為が行わ

れることなく，小売市場全体における競争が更に促進され，消費者が，良質で安

価な商品をより簡単に入手できるようになることを期待している。 

○ 公正取引委員会は，オンラインモールが我が国の消費者向けｅコマース市場

において重要な役割を果たしており，また，間接ネットワーク効果の存在などに

より特定のオンラインモールが市場において優位な立場に立ちやすいことから，

オンラインモール運営業者によって公正かつ自由な競争を阻害する行為が行わ

れると消費者向けｅコマース市場全体の公正な競争環境が損なわれることにつ

ながりかねないと考えている。 

○ 公正取引委員会としては，消費者向けｅコマース取引の動向について，特に

オンラインモール運営業者による行為を中心に，情報収集に努めるとともに，独

占禁止法に違反する行為に対しては厳正に対処していく。 


